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　各船ノ勘定ハ毎船一座ノ勘定ヲ開クモノニ
シテ各船ノ現価ヲ以テ其借方二記入シツイデ
ー期内其船二就テ費ス所ノ諸費ヲ其借方二記
入シ又毎航海収入スル所ノ運賃其他ノ収入ヲ
以テ貸方二記入シ尚ホ毎期其価ノ幾分ヲ減ジ
テ之ヲ減価勘定ロニ送リ又現価ノ割合二応ジ
テ其幾分二当レル高ヲ保険勘定二送リ各船ノ
損益ヲ明ニス
　第2章・第1条・第10項「各財産勘定」
　地所家屋其他百般ノ財産各個一座ノ勘定ヲ
設ケ之ヲ買収スル入費或ハ其現価其他一切ノ
諸入費ヲ借方トナシ此財産二付テ収入セル所
ノ者ヲ以テ貸方トナシ各個財産ノ損益ヲ明ニ
ス家屋等ノ如キ毎年価ノ減ズルモノニハ幾分
ヲ減価勘定二送ルコト各船勘定ノ如シ
　第2章・第1条・第11項「諸道具勘定」
　本社支社二買収セル商用諸道具ノ代価ハ都
日本減価償却生成史の実証研究（4・完結）（久野）
テ此勘定ノ借方二記入シ置キ毎年6月12月ノ
末現品価付目録ヲ本支社ヨリ徴集現価ヲ以テ
次期二送リ欠減ノ分ヲ以テ当期ノ損亡二帰シ
減価ノ勘定ロニ送ル
補遺「2）大正期の二学者と一職業会計人の
　　　　見解と批判
　大正2年8月に，上田貞次郎博士はr株式
会社経済論』を公刊された。博士の見解でと
くに注目されるのは，次の点である。
　（イ）利益金の算出には，　「棚卸」は欠くべ
　　からざるもので，商品のみならず什器・
　　家屋にも及ぶ。
　（ロ）評価の目的物として考えると，理論上，
　　流動資産は市価を以てするのを至当とす
　　るが，使用財産の評価は，原価を以てし，
　　併せて減価償却を行なう。
　の　償却をしないで純利益を算出すること
　　は不可であり，日本の諸会社は，かって償
　　却をしなかったために「失体を生じた」
　　ことがあり，漸次改良はされているが，
　　「其の高の少きに失するもの多きは蔽ふ
　　べからざる事実」である。
　←）減価償却は，ある年限の後に当該資産
　　（例えば機械）を取替えるためのものであ
　　る。改良費や修繕費ならぽ，その必要な
　　ときに支出をしなけれぽ後日いっそう大
　　きな費用を要するおそれがあるから，そ
　　の支出を猶予することはできないので，
　　事業の好不況にかかわらず必要に応じて
　　即時に支出する必要があるが，償却は
　　「全く之と性質を異にし財産の生命の存
　　する間は積立を延期して差支えなき道理」
　　で，「一定年限の終るまでに一定額の積
　　立を為すを得ば，其の内の或る年は多く
　　を積立て他の年は少く積立てるも可なり。
　　即ち事業の盛衰に順応して多少のあん梅
　　を用ふるは財政上至当のことと云ふ可し」
　また，間接償却についていう。日本の行政
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裁判所は所得税に関する訴訟について，この
方法による「減価償却積立金」を，会社の利
益とに宣告したので（注・明治33年11月14日，
『第百十二号宣告』・「会社の器械建物消却金及役
員賞与金は所得税法第四条第一項第一号に包括す
べきものとす」），諸会社は，直接償却を採用
するようになったが，これは「償却と利益金
の一部積立とを混同した幼稚の管見」である
と。従って，　「此の如き宣告によりて減価償
却勘定の発達を妨げ，ひいて会社経営の発達
を妨ぐるは吾人の服せざる所なり」と。
　博士の以上の所見について，筆者の忌潭の
ない批判をのべる。
　博士の場合，まつ注目すべき点は，減価償
却を「財産評価のプロセス」とみている事実
（202頁）である。第二の点は，財産をいわゆ
る「使用財」と「交換財」とに区別して，後
者について市価，前者について原価をそれぞ
れ適用するという古典的二元評価の建前がと
られていることである。これらの諸点につい
ては，ことさら論評を加えるに値しないので
省略するが，次の二点については，とくに問
題点として，ここでとりあげておく。
　第一に，前掲の耐用年数の全体を通じて必
要償却総額の償却を完了すれぽよいとする考
え方では，会計の期間性は，全く没却される
ことになり，償却の意味はなくなる。
　第二に，博士は「会社の器械建物消却金」
に関する明治33年11月14日の行政裁判所の第
百十二号宣告に関し，第二法すなわち間接償
却によった場合を，利益金の積立と混同して
いる「幼稚な管見」であると断定しているが，
これは，筆者をしていわしめるならば，博士
のこの断定こそ「机上の空論」と反論せざる
をえない。何故ならぽ，多数の会社につい
て実態を調査した結果についていえぽ，「減
価償却準備金」，　「減価償（消）却金」等さ
まざまな名称によるにもせよ，簿記上のい
わゆる「評価性引当金」であるかどうか，す
こぶる疑問だからである。周知のように，第
一法すなわち直接償却による場合と第二法す
なわち間接償却による場合，そのいずれであ
っても，正規の費用償却つまり，所定の償却
費計算法を毎期に首尾一貫して適用している
という前提で問題を考察する限り，とくに第
二法について課税をすることは，まさしく
「幼稚の管見」と云はざるをえまい。しかし，
実態は必ずしもそうではない。多くの会社の
償却の実態は，所定の償却費計算法を毎期に
首尾一貫して適用した間接償却ではない。利
益の幅と見合わせた純政策的な，場当りの償
却である場合が大部分であり，費用償却の
「形式」をとってはいるけれども，その「実
質」は，ほとんど利益留保の手段ないし損益
中和の政策であるといってよい。　「所得税に
関する訴訟につき，　第二法（間接償却）によ
る積立金を役員賞与金と同じく会社の利益と
して宣告」されても，いたしかたがないのが
実情である。要之，博士は，形式にとらわれ
て，その実質をみていない。なお，償却を取
替準備の手段とみる博士の所見については，
明らかに財務政策との混同であり，会計論上
からみれば，もとより論ずるに値しない。
　期間独立損益計算の見地から「正規の（費用）
償却」の必要性を強調した一学者と，実務の
欠陥を批判した一職業会計人の所見があるの
で，とくに紹介しておく。
　大正14年4月に上野道輔教授のr貸借対照
表論』（上巻）が公刊された。同書の下巻（266
頁）第九章二の㈹のタイトルは「減価錆却は
費用である。利益の処分に非ず」となってい
る。減価は「使用財産の価値の減少」である
から，減価が生ずれぽ必ず資本の減少即ち費
用の発生をみる。費用である以上，収益より
控除すべき項目であり，「純利益」の多少に
よって制約されるべきものではなく，欠損期
でも償却の費用計上を必要とするし，純利益
の大きさによって，その金額が決定されるべ
きものではないという論法である。同書の啓
蒙的役割は，大きかったといわざるをえない。
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　いみじくも同年11月に竹内恒吉氏の『会計
経営及商法の実際問題』が公刊されている。
同書の177頁ないし178頁にみえている次の
記事は，当時までの諸会社の償却実務に対す
るするどい批判であり告発であった。
　「公告せられたる決算報告を見るに利益金
の処分として減価償却を為す会社あれども減
価償却は一種の経費にして之を控除して始め
て純益と云ふことを得べし。……（中略）……
収益の程度低きときは減価償却を行はずして
数年を経過せる会社あれども斯の如きは減価
償却を軽視せる不当の決算なりと云ふべし。」
（結　語）
　西欧における減価償却制の発展の過程には
ある程度の類型的な段階があったように思わ
れる。とくに，混合商品勘定の方式から，廃
棄法を前提とする償却制への発展の場合に顕
著に認められる。
　わが国に減価償却制をふくむ近代会計が導
入された時期は，19世紀もすでに70年代に入
ってからであり，当時のわが国の会計の近代
化に支配的な影響力をもったイギリスについ
てみると，例えば，1862年には「原価差引減
価」（cost　less　depreciation）の評価原理を明
快に記述し，家什につきの直接償却を明示し
たJ．ソーヤー『簿記組織』（第2版）が出版さ
れたし（序文日付は1852年3月），ほぼ同時期
に，償却史上では余りにも有名なW．イング
リスの簿記書が出版されている（注）。同書
の176頁と177頁には，Counting・House
Furnitureについて，5パーセントの償却費
を計算し，この口座からTrade　Expenseの
口座に振替える手続が示されている。同書の
訳本が，明治初期の代表的な簿記書『商家必
用』であり，仕切帳（注・総勘定元帳のこと一筆者）
の帳場道具勘定には，　「元価百分ノ五減価，
商費二入ル」となっている。さらに，1887年
になると，ガルク・フェルス共著『工業会計』
が出版されている。同書の96頁と97頁には，償
日本減価償却生成史の実証研究（4・完結）（久野）
却費が損益計算の上で最も重要なファクター
であると明記されている。また，取得原価，
耐用年数，残存価額という三計算要素につい
ての明確な理解も示されている。
　イギリスは，18世紀末以降では，すでにイ
タリア簿記の伝承を脱却する時期にはいって
おり，例えば，1789年刊のB．ブースr完全簿
記』にみられる複合仕訳帳制は，1801年刊のP・
ケリ・一一『簿記要論』，1818年刊のT．ペプス
r改良簿記組織』，1843年刊のB．フォスタ
ー『改良簿記教授法』等にうけつがれている。
また，1818年刊のF．W．クロソヘルム『新式
簿記』では残高勘定の廃止と「残高要約表」
という名称の繰越試算表の登場（いわゆる英米
式決算法），　「財産状態表」　という名称のい
わゆる英国式貸借対照表の提案がみられるほ
か，とくに簿記構造の解析としては，同書の
第3章「均衡原理」として，次のような説明
がなされている。彼の用語と等式とをそのま
ま用いて示す。
　財産（「部分」の構成）＝資本（「全体」）
　／　＼
（積極）　（消極）
a十b＋c，etc．　－1－m－n，etc．　・＝±s
　この構想は，ほぼ1世紀の後になって，F・
シェヤーが示した有名な資本等式と同じであ
る。さらに，1777年には，R．ハミルトン
『商業入門』が出版されたが，第5編「実用
簿記」には，現金式仕訳帳制が紹介されてい
る。また，残高勘定の廃止によるいわゆる
「英米式決算法」への萌芽は，すでに，1635
年版のR．　Dafforne　r商人鑑』の51頁の注記
（Nota）にみえている。とくに18世紀から19
世紀にかけては，書名に「新式」・「新型」と
か「改良」といった形容詞をつけた簿記書が
多く，時代の空気をよくあらわしている。もっ
とも，1796年刊のE．ジョーンズ『英国式簿
記』のように，内容的にみてどうかと思われ
るものもあるが。とにかく，個性的でレベル
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の高いものへと発展していった時代であった
ことは確かである。
　わが国の償却制は，まさしく，このような
時代に入っていたイギリス会計を手本として
スタートを切った近代的会計制度の一環とし
て始まったのである。すくなくとも，始まる
筈であったのである。その実態は果してどう
であったのか。
　本稿で紹介したように，明治初期の複式簿
記の導入と共に，正規の費用償却を発足させ
た先進的な企業，例えば，国立銀行，三菱会社
等の実例は，確かにこれを認めることができ
る。しかし，これらは，明らかに「例外」であ
った。大勢は，この調査研究に関する限り，
利益処分による減価償却準備金（積立金）とい
う名称の利益性積立金の設定，利益（処分）
償却による秘密積立金政策，場当り的な費用
償却，極めて露骨な損益中和政策，これらの
ゆきあたりぱったりな実務に終始している。
　この調査研究において，極めてまれに，正
規の費用償却を一貫して実施した会社がみら
れるが，それは，次のようなケースが大部分
であった。
　（イ）特別法によって，政府の強い監督と保
　　護をうけている会社
　（ロ）特別法によって，配当補助金等をうけ
　　ている会社
　の　特別法によって，安定した収益源を確
　　保している会社
　◎　外資系の会社
　わが国の初期の簿記書で減価償却を取り扱
ったものは甚だまれであるが，これは，アメ
リカの簿記書を種本としたものが多いためで
ある。訳述書でもアメリカ種のものが多い。
アメリカの償却制は，イギリスにくらべると
はるかに後れている。今世紀の初頭に刊行さ
れたハットフィールドの『近代会計学』　（大
正元年にわが国で訳書が刊行されている）でも，
「アメリカ諸会社で減価償却を正しく認識し
ているものは比較的少ない。」（136頁）との
べている。ギルマン（S．Gilman，　Accounting
ConcePts°f　P「°fit，1939，　P．491）は，減価償却
に関するdelusion　r昏迷」の時代がながく
つづいたとのべているが，わが国の場合では，
むしろ，経営者によるdelusive　policy「欺
隔的政策」の時代がながくつづいたというべ
きであろう。
　明治期から今次大戦前後頃までの時期を通
じて，償却は利益操作ないし財務政策の手段
に終始していた。　「知識」としての正規の費
用償却は，最初から十分に理解されていたと
みるべきである。「知識」と「実務」との乖
離は，あまりにも大きく，その時期は，あまり
にもながかった。大正期に入ってからの学者
や職業会計人の強い啓蒙と批判も「実務」の
上では，ほとんど黙殺されており，まさしく，
馬の耳に念仏であった。償却高の比重の大き
さからみて，，例外を除く多くの企業の会計
計算の内容は，企業間比較に耐えないもので
あるのみならず，同一企業での期間比較にも
耐えないものとなっているといわざるをえな
い。
（注）　イングリス簿記書の発刊年は，原典に年
　　次の記入がないのではっきりしない。H．
　　J．エルドリッヂ『簿記学の進化』（1931
　　年，56頁）では1849年とあり，A、　C．リト
　　ルトソ『1900年に至る会計の進化』　（1933
　　年，226頁）では1861年となっている。加
　　藤訳r商家必用』　（明治10年版）の初篇上
　　の凡例では1872年とある。W．R．チェンバ
　　ースがエディンバラで発刊した『チェソバ
　　ース教育叢書』のうちの1巻であった。な
　　お，リトルトンの書物ではInglishとある
　　が，これは誤りで，Inglisが正しい。
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